
№ 主管部署 契約業者 契約名 契約内容 契約金額 契約期間 契約の相手方の選定理由

1
玄界環境組合
古賀清掃工場

公益社団法人
古賀市シルバー
人材センター

古賀清掃工場
剪定除草業務

憩いの広場（２回）、
管理棟玄関前（１回）
の剪定・除草（約
3,000㎡）

261,000 円
令和６年６月  １日 から
令和６年７月３１日 まで

古賀市に所在する「高齢者等の雇用の
安定等に関する法律」（昭和46年法律68
号）第41条第2項で定める唯一のシル
バー人材センターであり、雇用機会を与
えることができるため。

2
玄界環境組合
古賀清掃工場

社会福祉法人
福岡コロニー

古賀清掃工場広報
紙
「ｴｺﾛの森だより No.４
４」作製業務

構成市町の住民に環
境委員会の概要等を
周知する印刷物の作
製

565,136 円
令和６年５月１０日 から
令和６年６月１４日 まで

新宮町（古賀清掃工場構成市町）にお
いて知的障害者施設を運営する社会福
祉法人であり、知的障害者に対して就
労の場を提供することができるため。

3
玄界環境組合
古賀清掃工場

社会福祉法人
福岡コロニー

古賀清掃工場
計量伝票等購入業
務

搬入・搬出の際に使
用する伝票等 (領収
済通知書、一般廃棄
物搬入承認申請書
及び資源ごみ搬入
票)の在庫量を確保
する。

302,500 円
令和６年４月１２日 から
令和６年６月２８日 まで

新宮町（古賀清掃工場構成市町）にお
いて知的障害者施設を運営する社会福
祉法人であり、知的障害者に対して就
労の場を提供することができるため。

4
玄界環境組合
古賀清掃工場

社会福祉法人
福岡コロニー

古賀清掃工場広報
紙
「ｴｺﾛの森だより No.４
５」作製業務

構成市町の住民に環
境委員会の概要等を
周知する印刷物の作
製

565,136 円
令和６年１１月　６日 から
令和６年１２月１３日 まで

新宮町（古賀清掃工場構成市町）にお
いて知的障害者施設を運営する社会福
祉法人であり、知的障害者に対して就
労の場を提供することができるため。

5
玄界環境組合
宗像清掃工場

公益社団法人
宗像市シルバー
人材センター

リサイクル工房
修理再生業務

資源のリユースをする
ため、廃棄自転車及
び家具の修理再生を
行う。

931,728 円
令和6年4月1日 から
令和7年3月31日 まで

宗像市に所在する「高齢者等の雇用の
安定等に関する法律」（昭和46年法律68
号）第41条第2項で定める唯一のシル
バー人材センターであり、雇用機会を与
えることができるため。

地方自治法施行令第167条の2第1項第3号該当随意契約の令和６年度中の契約締結状況について

　地方自治法施行令第167条の2第1項第3号該当随意契約について、令和６年度の契約状況を、玄界環境組合契約事務規則第35条の規定により、次の
とおり公表します。

（令和7年2月20日現在）



6
玄界環境組合
宗像清掃工場

宗像地区知的障害
者
自立支援連絡協議
会

宗像清掃工場内
緑地管理業務

芝生広場等（約5,900
㎡）の除草を期間中3
回実施して、工場内
の緑地の適正管理を
行う。

1,229,800 円
令和6年4月15日 から
令和6年11月11日 まで

宗像市において知的障害者施設を運営
する社会福祉法人の協議会であり、知
的障害者に対して就労の場を提供する
ことができるため。

7
玄界環境組合
宗像清掃工場

公益社団法人
宗像市シルバー
人材センター

リサイクルプラザ
選別等業務

資源ごみ再生の処理
（投入、選別、梱包）
の補助作業を行う。

7,721,280 円
令和6年4月1日 から
令和7年3月31日 まで

宗像市に所在する「高齢者等の雇用の
安定等に関する法律」（昭和46年法律68
号）第41条第2項で定める唯一のシル
バー人材センターであり、雇用機会を与
えることができるため。

8
玄界環境組合
宗像清掃工場

宗像地区知的障害
者
自立支援連絡協議
会

リサイクルプラザ
手選別業務

資源ごみ再生の処理
（選別）を行う。

1,080円／時
間

令和6年4月1日 から
令和7年3月31日 まで

宗像市において知的障害者施設を運営
する社会福祉法人の協議会であり、知
的障害者に対して就労の場を提供する
ことができるため。

9
玄界環境組合
宗像清掃工場

社会福祉法人
福岡コロニー

宗像清掃工場
計量伝票購入業務

搬入・搬出の際に使
用する伝票等 (一般
廃棄物搬入承認申
請書及び計量票兼
領収書)の在庫量を
確保する。

278,575 円 令和6年6月7日 まで

新宮町（玄界環境組合構成市町）にお
いて知的障害者施設を運営する社会福
祉法人であり、知的障害者に対して就
労の場を提供することができるため。


